
○ 令和３年度補正予算において、医療提供体制の確保、ワクチン接種体制の整備、
治療薬の確保等を措置するとともに、変異株による感染拡⼤等、予期せぬ状況変化
に備え、令和４年度予算においてもコロナ予備費５兆円を措置。

感染拡⼤防⽌

１．令和４年度予算のポイント

第２部 令和４年度予算等について

令和３年度補正予算と⼀体として、
・ 新型コロナ対策に万全を期しつつ、
・ 「成⻑と分配の好循環」による「新しい資本主義」の実現を図るための予算。

成⻑と分配の好循環による「新しい資本主義」の実現
成⻑戦略
○ 「科学技術⽴国」の観点から、過去最⾼の科学技術振興費（13,788億円）を

確保し、デジタル、グリーン、量⼦、ＡＩ、宇宙、次世代半導体等の研究開発
を推進、博⼠課程学⽣への⽀援を充実。

○ 「デジタル⽥園都市国家構想」の実現に向け、デジタル庁について、情報シ
ステム関係予算の⼀括計上等を推進（4,720億円）。地⽅向け交付⾦（1,660
億円（３年度補正含む））により、⾃治体の創意によるデジタル技術の実装等を幅
広く⽀援。デジタル推進委員を全国に展開。

○ 「経済安全保障」について、量⼦暗号通信の研究開発の推進や、重要技術の
管理体制等を強化。

○ 新型コロナ医療対応等を⾏う医療機関の看護職の⽅、介護、保育、幼児教育
などの現場で働く⽅について、診療報酬等による対応を通じて、給与を３％引
上げ。

○ デジタルなど成⻑分野を⽀える⼈材育成や⾮正規労働者のステップアップ、
円滑な労働移動を⽀援するなど、3年間で4,000億円規模の施策パッケージに向
けて、⼈への投資を推進。（労働保険特別会計1,019億円）

○ 「下請けいじめゼロ」等を実現するため、下請Ｇメンを倍増（120→248名）
し、全国の下請中⼩企業へのヒアリング等、監督体制を強化。

分配戦略

○ 「⾻太⽅針2021」で定めた取組を継続。同時に、予算の単年度主義の弊害是正
など予算の質も向上（P.49参照）。
・ 社会保障関係費 ＋4,400億円程度（⾼齢化による増（年⾦スライド分除く））
・ ⾮社会保障関係費 ＋330億円（これまでの取組の継続）

○ 新規国債発⾏額を減額。（令和３年度（当初）︓43.6兆円 ⇒ 令和４年度︓36.9
兆円）

メリハリの効いた予算
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令令和和２２年年度度 令令和和３３年年度度 令令和和４４年年度度

一 般 歳 出 ６３．５兆円 ６６．９兆円 ６７．４兆円

税 収
※（ ）は消費税率引上げに伴う増収分（国税部分）

６３．５兆円
（１０．２兆円）

５７．４兆円
（９．５兆円）

６５．２兆円
（１０．０兆円）

公 債 金 収 入 ３２．６兆円 ４３．６兆円 ３６．９兆円

基礎的財政収支赤字 ９．６兆円 ２０．４兆円 １３．０兆円

公 債 依 存 度 ３１．７％ ４０．９％ ３４．３％

令令和和２２年年度度
（（実実績績））

令令和和３３年年度度
（（実実績績見見込込みみ））

令令和和４４年年度度
（（見見通通しし））

名目ＧＤＰ成長率 ▲３．９％ １．７％ ３．６％

名目ＧＤＰ ５３５．５兆円 ５４４．９兆円 ５６４．６兆円

実質ＧＤＰ成長率 ▲４．５％ ２．６％ ３．２％

消費者物価上昇率 ▲０．２％ ▲０．１％ ０．９％

完全失業率 ２．９％ ２．８％ ２．４％

２．令和４年度予算フレーム

３．経済指標と財政状況
＜経済指標＞

＜財政指標（一般会計）＞

（注１） 平成2７年基準（2008SNA）による。
（注２） 令和３年度及び令和４年度は、「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（令和３年12月23日閣議了解）による。

（注１） 計数は当初予算ベース。公債依存度は公債発行額を一般会計歳出総額で除して算出。
（注２） 一般歳出とは、一般会計歳出総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いたもの。
（注３） 平成26年度から平成30年度の消費税率引上げに伴う増収分は５％から８％への引上げに伴うもの。令和元年度から令和４年度については、５％から10％への引上げに伴うもの。
（注４） 令和元年度及び令和２年度の計数は、臨時・特別の措置に係る計数を含んだもの。
（注５） 令和２年度以前の基礎的財政収支赤字は、令和３年度予算における基礎的財政収支の考え方に基づき、遡及改定。
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４．令和４年度予算における各歳出分野の特徴

【エネルギー・環境】
○ 2050年カーボンニュートラル⽬標等の達成に向けて、太陽光、洋上⾵⼒、地熱等の再⽣可能エネルギーの導⼊、
クリーンエネルギー⾃動⾞の導⼊や、⽔素、アンモニア等の実⽤化・普及に向けた研究開発を加速（約1,000億
円）。脱炭素に意欲的に取り組む⾃治体を継続的・包括的に⽀援するための交付⾦を創設（200億円）。

○ 農林⽔産物・⾷品の輸出５兆円⽬標の実現に向け、重点品⽬を中⼼として、品⽬別の輸出促進団体の組織化等へ
の⽀援、輸出産地・事業者の育成、海外の⾷品規制への対応などを総合的に推進。⽶について、輸出⽤⽶・野菜等
の⾼収益な作物への作付転換を含め、令和４年産⽶の需要に応じた⽣産を推進。

【農林⽔産】

【公共事業】
○ 公共事業関係費について、安定的に確保(6兆575億円)。その中で、ドローン点検等を活⽤した⽼朽化対策や⼟地
利⽤規制・避難計画等のソフト対策を強化した治⽔・地震対策など、防災・減災、国⼟強靱化への重点化を推進。

○ 単年度主義の弊害是正に向け、国庫債務負担⾏為を新規に約2.1兆円設定することにより、施⼯時期の平準化を
図るとともに、複数年にわたる重要インフラの計画的な整備を円滑化。

○ 復興のステージに応じた被災地のニーズにきめ細かに対応。⼼のケア等の被災者⽀援や、原⼦⼒災害被災地域に
おける中間貯蔵施設の整備等、帰還・移住等の促進、⾵評の払拭などの本格的な復興・再⽣に向けた取組を推進。
「創造的復興」実現のため国際教育研究拠点の整備などの取組を推進。

【復興】

【外交・防衛】
○ 戦略的外交を推進するための外交・領事実施体制や対外発信を強化。ODAは、新型コロナ感染症の国際的な収束
や、気候変動対策を含む開発・⼈道⽀援ニーズ等に貢献していくための協⼒に重点化。低所得国向けのワクチンの
普及や医療提供体制を含む新型コロナ対応⽀援のため、IDA（国際開発協会）の１年前倒し増資に貢献。

○ 防衛関係については、緊迫化する国際情勢を踏まえ、初めて5.4兆円規模の予算を確保。令和３年度補正予算と
合わせて、ミサイル防衛や南⻄地域の島嶼部の防衛のほか、宇宙・サイバー・電磁波といった新領域の能⼒強化を
推進。

○ 地⽅団体に交付される地⽅交付税交付⾦は18.1兆円（＋0.6兆円）。国・地⽅の税収回復により、臨時財政対策
債の発⾏を⼤幅に縮減（▲3.7兆円）しつつ、⼀般財源総額を適切に確保。

【地⽅財政】

【科学技術・教育】
○ 「科学技術⽴国」の観点から、過去最⾼の科学技術振興費（13,788億円）を確保。デジタル・グリーン・量
⼦・ＡＩ・宇宙・次世代半導体等の研究開発を推進。博⼠課程学⽣の処遇向上に向けた⽀援を充実（＋約1,000⼈
の拡充）。

○ ⼩学校⾼学年の理科・算数等の教科における「教科担任制」の推進等を図るとともに、外部⼈材の活⽤（174億
円）等により教員が授業等に注⼒できる環境を整備。

【社会保障】
○ 新型コロナへの対応を引き続き推進しつつ、これまでに決定した制度改⾰（後期⾼齢者医療の患者負担割合の⾒
直し・被⽤者保険の適⽤拡⼤等）を着実に実施。社会保障関係費の実質的な伸びを⾼齢化による増加分におさめる
という⽅針を達成（＋4,400億円程度（年⾦スライド分除く））。

○ 診療報酬改定においては、看護の処遇改善と不妊治療の保険適⽤を実現するとともに、通院負担の軽減につながるリ
フィル処⽅箋の導⼊等によりメリハリある改定を⾏い、国⺠の保険料負担を抑制。また、介護・障害福祉、保育等の
処遇改善を推進。
※ 診療報酬︓0.43％ 薬価︓▲1.35％ 材料価格︓▲0.02％

○ 雇⽤保険の国庫負担について、失業等給付は現⾏の負担割合を維持しつつ、雇⽤情勢や雇⽤保険の財政状況に応
じた負担割合の引上げや⼀般会計からの任意繰⼊を⾏う仕組みとする。また、求職者⽀援制度は被保険者以外に対
するセーフティネット機能強化の観点から国庫負担割合を引上げ（5％→27.5％）。

【デジタル・地⽅創⽣（デジタル⽥園都市国家構想）】
○ デジタル庁について、情報システム関係予算の⼀括計上等を進め、デジタル社会形成の司令塔機能を強化（4,720
億円）。

○ 地⽅創⽣推進交付⾦1,000億円のデジタル重点化を進め、補正予算で措置したデジタル⽥園都市国家構想推進交
付⾦等と併せ、⾃治体の創意によるデジタル技術の実装・地域の課題解決を⽀援。

○ 光ファイバ、５G基地局など地⽅のデジタル基盤を整備。「誰⼀⼈取り残さない、⼈に優しいデジタル化」の下、
デジタル推進委員を展開し、スマホの利⽤⽅法やオンライン⾏政⼿続について⾼齢者等に対する講習会の地⽅開
催を拡充。

【経済安全保障】
○ 経済安全保障の確保の観点から、量⼦暗号通信の研究開発、重要技術の管理体制、サイバーセキュリティ対策を
強化するとともに、安全・安⼼に関するシンクタンク機能の⽴上げなどを推進。

○ 令和３年度補正予算においても、先端半導体の国内⽣産拠点確保、経済安保重要技術育成プログラムなどを措置。
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５．主要経費別内訳
（単位：億円）

６．令和４年度診療報酬・薬価等改定

３３年年度度予予算算

（（当当初初））

４４年年度度予予算算

（（当当初初））
増増減減額額 増増減減率率 備備考考

一一般般歳歳出出 669,023 673,746 +4,723 +0.7%

社会保障関係費 358,343 362,735 +4,393 +1.2%

文教及び科学振興費 53,925 53,901 ▲24 ▲0.0% 人事院勧告の反映による義務教育費国庫負担金の減：▲239
億円 等

うち科学技術振興費 13,638 13,788 +150 +1.1%

恩給関係費 1,450 1,221 ▲228 ▲15.7%

防衛関係費 53,145 53,687 +542 +1.0% 中期防対象経費：＋1.1％（その他の事項経費を含む。）

公共事業関係費 60,549 60,575 +26 +0.0%

経済協力費 5,108 5,105 ▲3 ▲0.1% 国際的に支払約束をした拠出金の払込満了に伴う減：▲６億
円 等

（参考）ＯＤＡ 5,599 5,612 +12 +0.2%

中小企業対策費 1,726 1,713 ▲13 ▲0.8% 貸出動向等を踏まえた信用保証制度関連予算の減：▲21億円
等

エネルギー対策費 8,891 8,756 ▲135 ▲1.5% 感染症の影響等によるエネルギー対策特会出資先の事業進
捗状況等を踏まえた繰入の減：▲125億円 等

食料安定供給関係費 12,723 12,701 ▲21 ▲0.2% 農業共済の掛金率改定に伴う国庫負担の減：▲13億円 等

その他の事項経費 58,164 58,350 +186 +0.3%

予備費 5,000 5,000 - -
新型コロナウイルス感染症対策予備費 50,000 50,000 - -

地地方方交交付付税税交交付付金金等等 159,489 158,825 ▲664 ▲0.4% 一般財源総額について前年度と実質的に同水準を確保

国国債債費費 237,585 243,393 +5,808 +2.4% 公債残高の増加に伴う債務償還費の増 等

合合計計 1,066,097 1,075,964 +9,867 +0.9%

（注１） ３年度予算は、４年度予算との比較対照のため、組替えをしてある。「（参考）ODA」の「３年度予算（当初）」欄の計数は、令和４年度からODAの対象外
となる経費（80億円）の影響を除いている。

（注２） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注３） 一般歳出とは、一般会計歳出総額から国債費及び地方交付税交付金等を除いたもの。

＋０.４３％（国費＋292億円※）

① 看護職員の処遇改善(消費税増収分を活⽤) ＋0.20％
新型コロナ医療対応等を⾏う医療機関の看護職の給与の３％
引上げを実現。（9⽉までは１％引上げを補助⾦で対応）

② リフィル処⽅箋の導⼊ ▲0.10％
医療機関に⾏かずとも、⼀定期間内に処⽅箋を反復利⽤でき
る、分割調剤とは異なる実効的な⽅策を構築し、患者負担を
軽減。

③ 不妊治療の保険適⽤(消費税増収分を活⽤) ＋0.20％
保険適⽤により、適切な医療の評価を通じて、⼦供を持ちた
いという⽅々への、不妊治療に対する安⼼と安全を確保。

④ ⼩児の感染防⽌対策加算措置(医科分)の期限到来 ▲0.10％
⻭科・調剤分については、引き続き感染防⽌等の対応に充当。

⑤ その他本体改定率 ＋0.23％
各科改定率 医科 ＋０.26％

⻭科 ＋０.29％
調剤 ＋０.08％

① 薬価 ▲１.３５％（国費▲1,553億円）
※ うち、不妊治療の保険適⽤(消費税増収分を活⽤)

＋0.09％(国費＋45億円)
② 材料価格 ▲０.０２％（国費▲17億円）

診療報酬 薬価等

新型コロナ感染拡⼤により明らかになった課題等に対応するた
め、診療報酬等に関し、良質な医療を効率的に提供する観点か
ら、以下の改⾰を着実に進める（⼤⾂合意事項）。
① 看護配置７対１の⼊院基本料を含む⼊院医療の評価の適正化

② 在院⽇数を含めた標準化に資するDPC制度の算定⽅法の⾒直
し等の更なる包括払いの推進

③ 医師の働き⽅改⾰に関する加算の実効性を向上させる⾒直し

④ 外来の機能分化につながるよう、かかりつけ医機能に係る措
置の実態に即した適切な⾒直し

⑤ 費⽤対効果を踏まえた後発医薬品の調剤体制加算の⾒直し

⑥ 多店舗を有する薬局等の評価の適正化

⑦ 薬剤給付の適正化の観点からの湿布薬に対する処⽅の適正化

制度改⾰事項
(効率的な医療提供体制の整備等)

2014（H26） 2016（H28） 2018（H30） 2020（Ｒ2） 2022（Ｒ４）

診療報酬
改定率

＋0.1％ ＋0.49％ ＋0.55％ ＋0.55％ ＋0.43％

薬価等改定率 ▲1.36％ ▲1.33％〔▲1.82％〕 ▲1.45％〔▲1.74％〕 ▲1.00％〔▲1.01％〕 ▲1.46％〔▲1.37％〕

※消費税引き上げに伴う改定分は除く。薬価のみの改定（2019年度、2021年度）は除く。
（注）2016年度、2018年度、2020年度及び2022年度の〔 〕書きには、市場拡大再算定等の新たに行われた制度改革(2022年度は不妊治療の保険適
用等)の影響を含む。

◆過去改定率の推移

※令和４年度予算額、以下同じ

48



７．予算の「質の向上」

８．新経済・財政再生計画 改革工程表2021の概要

○ 公共事業について、国庫債務負担⾏為を新規に約2.1兆円設定することにより、施⼯時期の平準化を図るとともに、複数年にわたる重要インフラの計画的な整備を
円滑化。
データセンターの地⽅⽴地促進のための基盤整備事業について、複数年度にわたる事業を安定的に実施するために、国庫債務負担⾏為を活⽤し、あらかじめ必要
な事業規模を確保。（令和４〜７年度の４年総額455億円）

○ 科学技術や経済安全保障の分野について、事業の性質を踏まえつつ、基⾦を活⽤するなど、複数年度にわたる⽀援を実施。（経済安全保障重要技術育成のための
基⾦新設（約2,500億円）、先端半導体の⽣産基盤整備のための基⾦新設（約6,200億円）、ワクチン開発・⽣産体制強化のための基⾦活⽤（約7,400億円） ※
令和３年度補正予算）

予算の単年度主義の弊害是正

○ 各府省のLAN・ネットワーク環境について、新たな府省間ネットワーク（GSS : ガバメントソリューションサービス）へ順次移⾏し、⾼速・⼤容量・安価なネッ
トワーク環境を実現。

○ 登記情報のデータベース拠点を現状の４拠点から１拠点に集約。機器の借料・保守費，運⽤⽀援経費・アプリケーション保守経費などを効率化。（令和７年度か
ら５年間で▲24億円の削減効果）

デジタル化の推進による効率化

○ 防衛装備品の全般にわたり、重要度の低下した装備品の運⽤停⽌や、⻑期契約の活⽤、原価の精査等による調達の最適化などを図ることにより、▲4,390億円の効
率化・合理化効果を実現。

防衛⼒整備の効率化・合理化

○ 被災地域からの移転を前提とした復興まちづくり計画に基づき、被災インフラの原形復旧より費⽤を抑えて防災事業を⾏う場合に、住宅等の移転⽀援の要件を緩和。財
政負担の軽減を図りつつ、⾃治体による迅速かつ柔軟な復興を⽀援。

○ ⽂化関係４独法（※）の運営費交付⾦について、競争的資⾦枠（総計約３億円、交付⾦合計の１％程度）を設け、⾃⼰収⼊の増加率（実績値）に応じて再配分する
ことにより、⺠間資⾦等の多様な収⼊源の確保を促進。

（※）国立科学博物館、国立美術館、国立文化財機構、日本芸術文化振興会

政策⽬的に応じたインセンティブ機能の導⼊

歳出分野 主な事項

社会保障分野

 地域医療構想の実現のため、第８次医療計画における記載事項追加（新興感染症等対応）等に向け、「基本⽅
針」や「医療計画作成指針」の⾒直しを実施。あわせて、2022年度及び2023年度において、地域医療構想に係る⺠
間医療機関も含めた各医療機関の対応⽅針の策定や検証・⾒直し、検討状況の定期的な公表を都道府県に求める。

 保険者協議会の機能強化なども含めた医療費適正化計画の在り⽅の⾒直しについて、⾻太の⽅針2021に基づき、
2024年度から始まる第４期医療費適正化計画に対応する都道府県医療費適正化計画の策定に間に合うよう、必
要な法制上の措置を講ずる。

 中⻑期的課題として、都道府県のガバナンスを強化する観点から、現在広域連合による事務処理が⾏われる後期⾼
齢者医療制度の在り⽅の検討を進めるとともに、⽣活保護受給者の国保及び後期⾼齢者医療制度への加⼊を含めた
医療扶助の在り⽅の検討を深める。

社会資本整備等

 国⼟交通省におけるＩＣＴ施⼯の取組を加速化し、直轄事業の建設現場の⽣産性２割向上（作業時間短縮効
果から算出）を2024年度に実現するなど、ＩＣＴ施⼯により建設現場の⽣産性を2025年度までに２割向上させる
ことを⽬指して取組を進める。

 災害ハザードエリアの居住誘導区域からの除外の徹底、災害ハザードエリアからの移転の促進など、⽴地適正化計画
の運⽤の更なる改善を図る。効率的・効果的な⽼朽化対策、デジタル化・スマート化の推進のため、2022年度内に個
別施設計画の100％策定を⽬指すとともに、メンテナンスのPDCAサイクルを確⽴・実⾏し、予防保全型の⽼朽化対策
へ早期に転換するため、内容の充実・更新を推進。

 PPP/PFIの推進のため、2022年度以降の新たな事業規模⽬標を設定。あわせて、PPP/PFIが活⽤される地域と分
野を⼤幅に拡⼤。また、「優先的検討規程」を2023年度までに⼈⼝10万⼈以上の団体で100％策定を⽬指す。

地⽅⾏財政改⾰等

 ⾃治体のDX計画に基づく取組を推進するため、デジタル⼈材確保を⽬的として、市町村によるCIO補佐官等の外部
⼈材の任⽤等の取組について、令和３年度から創設した財政措置を活⽤し⽀援。AI・RPAの利⽤について、外部⼈
材による⽀援等により⾃治体の実装を⽀援し、2022年度までに導⼊地域数が600団体となることを⽬指す。

 ⾃治体の多様な広域連携の推進等のため、各圏域における連携の効果をより適切に検証するためのKPIの設定状況
や取組状況を把握し、優良事例等の各圏域へのフィードバックを⾏う。広域連携の取組内容の深化等の観点から、複
数の市町村で計画の共同策定を可能とするよう必要な措置を講じる。共同策定が可能な計画について、2022年度ま
でに200計画となることを⽬指す。

⽂教・科学技術

 ⼤学改⾰の推進及び教育の情報化を加速させるべく、寄付⾦収⼊の増加（年平均５％）などのKPIを更新・追加
するとともに、GIGAスクール構想のエビデンス整備に向け、児童⽣徒の能⼒に関するKPIを検討。全国学⼒・学習状況
をCBT化（コンピュータの活⽤による調査実施）等により教育分野でのデジタル化を推進。

 第６期科学技術・イノベーション計画の推進による科学技術⽴国の実現のため、10兆円規模の⼤学ファンドによる⽀
援の⼯程管理を盛り込み、2021年度中の議論のまとめを踏まえて指標等を検討。スタートアップ創出・成⻑の⽀援等を
取組に加えるともに、時価総額10億ドル以上のベンチャー企業創出数（2025年度までに50社）をKPIとして追加。

 健康増進や経済・地域活性化も⾒据えた総合的なスポーツ施策の推進のため、政策⽬標、KPI及び取組を全⾯的
に⾒直し、環境整備、健康増進や経済・地域活性化等への貢献を推進。

基⾦事業のPDCA
強化

 科学技術の振興、経済安全保障、重要インフラの整備などの国家課題に取り組む基⾦事業について、PDCAを強化
するため、原則四半期ごとの⽀出状況と基⾦残⾼等の公表などの枠組みを2021年度末までに構築し、その枠組みに
基づく評価を2022年度以降実施。
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（注１）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２）税収には印紙収入を含む。
（注３）公債金の分類は基礎的財政収支や財政収支の観点から行ったものであり、公債金による収入が直ちに債務償還費や利払費に充当されることを意味する

ものではないことから、「相当分」としている。

10．令和４年度補正予算（第１号）フレーム

11．令和４年度補正後予算フレーム

（注１）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

９．令和４年度補正予算（第１号）の概要（令和４年５月31日成立）

Ⅰ．コロナ禍における「原油価格・物価⾼騰等総合緊急対策」関係経費 26,939億円

Ⅱ．国債整理基⾦特別会計へ繰⼊ 70億円

1．原油価格⾼騰対策 11,739億円
○ 燃料油価格激変緩和事業〔11,655億円〕
○ タクシー事業者に対する燃料価格激変緩和対策事業〔84億円〕

2．今後への備え 15,200億円
（１）⼀般予備費〔4,000億円〕
（２）新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価⾼騰対策予備費〔11,200億円〕

■ 補正予算の追加歳出 計 27,009億円
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12．令和３年度補正予算（第１号）の概要（令和３年12月20日成立）

Ⅰ．新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌ 186,059億円

○ ワクチン・治療薬の研究開発・⽣産体制の整備〔7,355億円〕 等
2．感染症有事対応の抜本的強化 9,351億円

1．医療提供体制の確保等 44,783億円
○ 新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦（病床確保等）〔20,314億円〕
○ 新型コロナウイルスワクチンの接種体制の整備・接種の実施〔12,954億円〕
○ 治療薬の確保〔6,019億円〕 等

2．感染症の影響により厳しい状況にある⽅々の事業や⽣活・暮らしの⽀援
141,276億円（１）事業者への⽀援

○ 事業復活⽀援⾦〔28,032億円〕 ○ 資⾦繰り⽀援〔1,403億円〕（既定経費の活⽤を含めると30,245億円）
○ 時短要請等に応じた飲⾷店等への協⼒⾦等（地⽅創⽣臨時交付⾦）〔64,769億円〕 等

（２）⽣活・暮らしへの⽀援
○ 住⺠税⾮課税世帯に対する給付⾦〔14,323億円〕
○ 緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付〔4,581億円〕 ○ 新型コロナウイルス⽣活困窮者⾃⽴⽀援⾦〔937億円〕
○ 学⽣⽀援緊急給付⾦〔675億円〕 ○ 住居確保給付⾦〔100億円〕
○ 雇⽤調整助成⾦の特例措置等〔6,547億円〕 ○ 雇⽤保険財政の安定〔17,422億円〕 等

（３）エネルギー価格⾼騰への対策
○ 輸送⽤燃料に係る負担軽減制度等〔800億円〕 （既定経費の活⽤を含めると893億円） 等

1．安全・安⼼を確保した社会経済活動の再開 8,336億円
○ 「新たなGo Toトラベル事業」〔2,685億円〕

（既定経費の活⽤（含む地域観光事業⽀援）を含めると13,239億円）
○ 予約不要の無料検査の拡⼤（地⽅創⽣臨時交付⾦）〔3,200億円〕 等

＊ 他の柱に整理されている事業も含んだ⾦額

（参考１）令和３年度補正予算（第１号）においては、上記「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」の実⾏に係る国費に加え、
地⽅特例交付⾦、国際分担⾦等の追加財政需要〔2,135億円〕等を計上。

（参考２）上記のほか、労働保険特別会計における3,841億円の歳出追加等を計上。

■ 補正予算の追加歳出 計 315,627億円

Ⅲ．未来社会を切り拓く「新しい資本主義」の起動 82,532億円
1．成⻑戦略 62,579億円

2．分配戦略 〜安⼼と成⻑を呼ぶ「⼈」への投資の強化〜 19,952億円

Ⅳ．防災・減災、国⼟強靱化の推進など安全・安⼼の確保 29,349億円

（１）科学技術⽴国の実現
○ ⼤学ファンド〔6,111億円〕 ○ ムーンショット型研究開発〔800億円〕
○ ポスト５Ｇ情報通信システム基盤強化研究開発事業（最先端半導体等の技術開発）〔1,100億円〕
○ 宇宙分野の研究開発の推進等〔933億円〕 ○ 蓄電池の国内⽣産基盤の確保〔1,000億円〕 等

（２）地⽅を活性化し、世界とつながる「デジタル⽥園都市国家構想」
○ 地⽅のデジタルインフラ整備〔571億円〕 ○ マイナポイント第２弾（仮称）〔18,134億円〕
○ デジタル⽥園都市国家構想関連地⽅創⽣交付⾦（仮称）〔660億円〕
○ 中⼩企業等事業再構築促進事業〔6,123億円〕 ○ 中⼩企業⽣産性⾰命推進事業〔2,001億円〕
○ 農林⽔産業の輸出⼒強化、成⻑⼒強化〔3,200億円〕 等

（３）経済安全保障
○ 先端半導体の国内⽣産拠点の確保〔6,170億円〕
○ 経済安全保障重要技術育成プログラム（ビジョン実現型）〔2,500億円〕 等

○ ⼦育て世帯に対する給付〔12,162億円〕（11/26コロナ予備費使⽤分を含めると19,473億円）
○ 労働移動の円滑化・⼈材育成の強⼒な推進〔640億円＊〕（特別会計分を含めると0.1兆円程度）
○ 看護、介護、保育、幼児教育などの現場で働く⽅々の収⼊の引上げ〔2,600億円〕
○ 保育・放課後児童クラブの受け⽫整備〔618億円〕 等

○ 防災・減災、国⼟強靱化のための５か年加速化対策（公共事業関係費）〔12,539億円＊〕
○ 災害復旧〔4,870億円〕 ○ ⾃衛隊の変化する国際情勢への即応的な対応等〔7,354億円〕 等

Ⅱ．「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え
17,687億円
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13．令和３年度補正予算（第１号）フレーム

14．令和３年度補正後予算フレーム

（注１）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
（注２）税収には印紙収入を含む。
（注３）公債金の分類は基礎的財政収支や財政収支の観点から行ったものであり、公債金による収入が直ちに債務償還費や利払費に充当されることを意味するもので

はないことから、「相当分」としている。

（注１）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。
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